
には当該労使委員会における協議を尽くし1これらのいずれもない場合に

は労働者全員に対する説明を尽くすこと.かつl整理解雇対象者に対して

もl経営上わ必要性,整理解雇によるべき理由,負担軽減措置の有無及び

内容ー対象者の選定基準と当該対象者の選定の理由等について説明を尽く

すことD

3 療雇の金銭解決制度

現在の解雇権濫用法理の下では裁判上解雇ほ有効か無効かの解決しかなv -

ところ,金銭解味制度は柔軟な救済手漠を罷めよラとするものであり,解雇

の実態に即した柔軟な解決と紛争の迅速処画こ資するのではない申1との意見
があったo また,諸外国においても.1金銭解決を原則とし復職も認める例1

復職を原則としづっ金銭解決も認める例等.金銭解決を含めて多様な救済制

度が設けられているとの指播があった.

-方,労働者の原職復帰が困難な理由の-つにはl紛争解決までに時間が

かかることがあるたや,紛争の早期解決を図ることは重要であるb.ミ,これと

併せて金銭解決を認めることについては,相当嘆重に考えるべきであるとの
意見があった.

また1金銭解決制度については,紛争解決手続と解雇規制の双方を整合的

に検討する必要がありlドイツの例ではあるが1金銭解決制度が存在するこ

とが早期の金鐘的な和解に影響することはあり得るとの意見があった-方1

金銭解決の規定があるから和解が行われることが論理必然的とは必ずしもい

えないとの意見があったo

さらに,労働審判制度は調停手続をも含む非訟事件事続として位置付けら

れていることから1解雇が無効と判断される場合にもl寧判手続における当

事者の意尽に反しない場合には事案の実情に即して金鎗解決を示し得るとの
見解があり,今後の運用が注目されるとの意見があった.

本碗究会においては,解雇紛争の救済手段の選択壌を広げる観点から1仮

に解雇の金銭解決制度を導入する場合に,実効性があり-かつl濫周が行わ
れないような制度設計が可能であろかどうかについて法理論上の検討を行う

ものである.

仮に解雇の金銭解決制度を導入する場合には-裁判手続上l解雇の有効.

無効の判断と金銭解決の申立てとを二康階とすると,迅速な解決とvlう本来

の趣旨からは間題があると考えられる,

紛争の迅速な解決の観点からはl解雇の有効.無効の判断と金銭解決の判

断とを同-裁判所においてなすことについて検討すべきであるo

なお-解決金の性質は,雇用関係を解消する代償であJり,和解金や損害賠
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